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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第39期
第１四半期

連結累計（会計）期間

第40期 
第１四半期

連結累計（会計）期間
第39期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日 
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 （千円） 1,602,841 1,285,964 6,494,253

経常損失（△） （千円） △175,953 △116,324 △45,455

四半期（当期）
純損失（△）

（千円） △188,172 △168,858 △212,652

純資産額 （千円） 7,831,300 7,486,989 7,698,745

総資産額 （千円） 10,408,245 9,460,377 10,140,694

１株当たり純資産額 （円） 1,134.91 1,085.03 1,115.70

１株当たり四半期（当期）
純損失（△）金額

（円） △27.54 △24.47 △30.89

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） ─ ─ ─

自己資本比率 （％） 75.2 79.1 75.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △462,114 129,775 △77,029

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △50,658 △3,956 △99,528

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 179,925 △89,488 125,694

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 1,749,836 2,062,243 2,022,774

従業員数 （名） 1,446 1,091 1,237

 （注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第39期第１四半期連結累計（会計）期間、第39期および第40期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調

整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 1,091（27）

（注）１　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の（　）内は、パートの当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であり、外書で表示しておりま

す。

３　従業員数が前連結会計年度末に比べて146名減少しておりますが、主としてOp-Seed Co.,(BD)Ltdにおける新

規雇用の抑制等によるものです。

　

（２）提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 204（13）

（注）１　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の（　）内は、パートの当第１四半期会計期間の平均雇用人員であり、外書で表示しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントを記載していないため、「生産、受注及び販売の状況」は製品別で表示しており

ます。

　
（１）生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。
　

品目 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

自動販売機用製品 648,614 59.6

LED応用製品 472,688 88.9

その他 69,156 92.5

合計 1,190,460 70.3

（注）１　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
（２）受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を製品別に示すと、次のとおりであります。
　

品目 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

自動販売機用製品 618,554 80.2 171,387 106.5

LED応用製品 423,461 73.8 122,480 53.7

その他 70,352 91.1 4,402 105.5

合計 1,112,368 78.2 298,270 75.8

（注）１　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
（３）販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。
　

品目 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

自動販売機用製品 663,865 69.2

LED応用製品 551,056 97.8

その他 71,042 89.1

合計 1,285,964 80.2

　
（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

富士電機リテイルシステムズ㈱ 322,116 20.1 220,945 17.2

ミタチ産業㈱ 14,010 0.9 203,791 15.8

サンデン㈱ 246,585 15.4 187,735 14.6

ミネ電子㈱ 254,709 15.9 184,860 14.4

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであります。

　

（１）経営成績の分析

当第１四半期における当社グループを取り巻く経済環境は、昨年後半の世界経済の急激な落ち込みの

影響が尾を引き、設備投資意欲は回復せず、また個人消費も低迷しており、厳しい展開となりました。

　こうした状況のなか、主力製品の販売先であります自動販売機業界におきましては、飲料用は引き続き

投資が抑制されており、タバコ用も新台納入が凍結されていることから、売上が低調のまま推移いたしま

した。また、LED応用製品においては、アミューズメント関連製品はほぼ計画通り進捗しましたが、各種表

示器では設備投資が抑えられ、売上が伸び悩みました。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は1,285,964千円と前年同四半期と比べ316,877千円（△

19.8％）の減収となりました。営業損失は95,362千円（前年同四半期は142,113千円の営業損失）、経常

損失は116,324千円（前年同四半期は175,953千円の経常損失）、四半期純損失は168,858千円（前年同四

半期は188,172千円の四半期純損失）となりました。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　日本

自動販売機関連製品においては、飲料用・タバコ用ともに引き続き投資が抑制されており、またLED

応用製品においては、アミューズメント関連製品はほぼ計画通り進捗したものの、当連結会計年度の売

上高は1,285,964千円と前年同四半期と比べ316,877千円（△19.8％）の減収となりましたが、営業損

失は前年同四半期146,093千円に対して105,269千円の営業損失となりました。

②　バングラデシュ人民共和国

対象子会社は連結子会社のOp-Seed Co.,(BD)Ltd.であり、主に自動販売機関連製品を製造しており

ます。売上高は356,047千円と前年同期と比べ186,166千円（△34.3％）の減収となりました。営業損益

は前年同四半期4,419千円の営業利益に対して営業損失36,005千円となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社光波(E02041)

四半期報告書

 5/26



（２）財政状態の分析

①　資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、10.0％減少し、5,706,797千円となりました。これは主とし

て、受取手形及び売掛金が417,605千円減少したこと、繰延税金資産が39,484千円減少したことなどに

よるものです。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて、1.3％減少し、3,753,580千円となりました。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、6.7％減少し、9,460,377千円となりました。

　

②　負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、22.2％減少し、1,411,526千円となりました。これは主とし

て、支払手形及び買掛金が401,605千円減少したことによるものです。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて、10.6％減少し、561,861千円となりました。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、19.2％減少し、1,973,387千円となりました。

　

③　純資産

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、2.8％減少し、7,486,989千円となりました。これは主とし

て、四半期純損失の計上、剰余金の配当により利益剰余金が272,362千円減少したことによるものです。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末に比べ39,469千円増加し、2,062,243千円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであり

ます。

　

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果獲得した資金は、129,775千円（前第１四半期連結会計期間は、462,114千円の使用）

となりました。

　収入の主な内訳は、売上債権の減少額435,674千円ならびに減価償却費84,726千円およびたな卸資産

の減少額170,682千円であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少額438,965千円および税金等調整前四

半期純損失110,225千円であります。

　

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は、3,956千円（前第１四半期連結会計期間は、50,658千円の使用）と

なりました。

　これは、主に有形固定資産の取得による支出2,478千円であります。

　

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は、89,488千円（前第１四半期連結会計期間は、179,925千円の獲得）

となりました。

　これは、主に配当金の支払による支出額84,946千円であります。
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（４）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更ならびに新たに生じた重要な課題はありません。

　

（５）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は93,815千円であります。

　

（６）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

昨年７月の洞爺湖サミットでの「ポスト京都議定書」の枠組み作りでは、2050年までに世界全体の温

室効果ガス排出量を少なくとも半減させることを気候変動枠組み条約の全締結国と共有し採択すること

でG8は合意しました。温室効果ガス削減＝CO2の削減がグローバルな課題であるという認識が一般に浸透

しつつあります。一般照明分野では、メーカー各社は2010年度にはシリカ電球の生産を中止すると表明し

ておりますが、蛍光灯は環境負荷物質である水銀を使用していることもあり、今後蛍光灯からLED照明へ

転換する流れが作られるものと想定されます。当社グループは、８月よりこれまで蓄積してきたLED応用

技術を結実させたLED電球「シャイニングボール・ワイド」を上市し、ラインアップを拡充しています。

また、「蛍光灯形LED照明」も開発が終了し、量産体制を確立しました。これら製品の市場での評価が今後

の経営成績に影響を与える可能性があります。

　今後の見通しにつきましては、景気のＶ字型回復は見込まれないと予測されることから、自動販売機製

品分野ではタバコ用で当面台数の増加は期待できず、飲料用でも飲料メーカーの新規投資は引き続き抑

制されることが想定されます。一方、LED応用製品分野では当社の品質・サービスについては評価を戴い

ておりますが、厳しい価格競争に晒されることが想定されます。その中でも、アミューズメント関連製品

では価格競争を乗り越え、受注量を確保することに注力してまいりたいと考えております。

　

（７）経営者の問題意識と今後の方針について

製品戦略として、当社の主力製品でありかつ市場占有率が高い自動販売機関連製品については、現状で

は市場の拡大が期待できないことから、各種業務改善により高効率体質に脱皮させるとともに、価格切り

換えボタン等の新規開発製品の提案をしてまいります。また、新規開発のLED電球「シャイニングボール

・ワイド」および「蛍光灯形LED照明」では製品ラインアップの拡充を急ぐとともに、国内外の販売体制

を整備し拡販に努め、収益への貢献を早期に実現させるべく努力いたしてまいります。

　また、親会社の株式会社タムラ製作所グループの生産・技術開発力を積極的に取り入れ、海外販売網な

らびに原材料調達網を活用すること等によりシナジー効果の極大化を目指してまいります。
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第３ 【設備の状況】

（１）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

（２）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成21年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,908,350 6,908,350
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は
100株であります。

計 6,908,350 6,908,350 ― ―

（注）　提出日現在の発行数には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ
れた株式数は、含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

提出会社に対して新株の発行を請求できる権利に関する事項は、次のとおりであります。

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

　

株主総会の特別決議（平成17年６月23日）

第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 1,036（注）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 103,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,397

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,397
資本組入額　　699

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても当社及び当社国内子会社の取
締役、執行役員、監査役、従業員等に準ずる地位にある
ことを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職そ
の他これに準ずる正当な理由のある場合はこの限りで
はない。

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

─ 6,908,350 ─ 3,331,726 ─ 3,287,362

　

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。

　

（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日に基づく株主名簿によ

る記載をしております。

　

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）　
普通株式　　　8,000

―
権利内容に何ら制限のない標準と
なる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　6,899,700 68,997 同上

単元未満株式 普通株式　　　　650 ― 同上

発行済株式総数 6,908,350 ― ―

総株主の議決権 ― 68,997 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
株式会社光波

東京都練馬区向山
二丁目６番８号

8,000 ─ 8,000 0.12

計 ― 8,000 ─ 8,000 0.12
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月

最高(円) 659 635 892

最低(円) 550 560 605

（注）株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）お

よび当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結

財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）および当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより四半

期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,082,373 2,042,879

受取手形及び売掛金 1,946,121 2,363,727

商品及び製品 556,129 627,494

仕掛品 78,967 442,624

原材料及び貯蔵品 690,684 392,555

未収還付法人税等 57,612 51,740

繰延税金資産 179,641 219,126

その他 131,815 220,279

貸倒引当金 △16,549 △22,648

流動資産合計 5,706,797 6,337,780

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 1,714,582

※1
 1,699,904

減価償却累計額 △869,999 △851,077

建物及び構築物（純額） 844,582 848,827

機械装置及び運搬具 ※1
 2,141,549

※1
 2,089,717

減価償却累計額 △1,714,952 △1,640,387

機械装置及び運搬具（純額） 426,597 449,330

土地 ※1
 948,953

※1
 948,953

建設仮勘定 3,596 2,966

その他 961,613 948,891

減価償却累計額 △834,821 △820,913

その他（純額） 126,791 127,978

有形固定資産合計 2,350,521 2,378,056

無形固定資産 201,793 219,742

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 399,836

※2
 367,362

繰延税金資産 420,087 456,286

その他 389,900 390,026

貸倒引当金 △8,560 △8,560

投資その他の資産合計 1,201,264 1,205,114

固定資産合計 3,753,580 3,802,913

資産合計 9,460,377 10,140,694
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 680,290 1,081,895

短期借入金 ※3
 398,000

※3
 398,000

未払法人税等 7,149 284

賞与引当金 31,119 89,294

その他 ※1
 294,968

※1
 244,339

流動負債合計 1,411,526 1,813,814

固定負債

長期借入金 22,500 27,000

退職給付引当金 377,755 436,027

その他 ※1
 161,606

※1
 165,106

固定負債合計 561,861 628,133

負債合計 1,973,387 2,441,948

純資産の部

株主資本

資本金 3,331,726 3,331,726

資本剰余金 3,287,362 3,287,362

利益剰余金 1,015,245 1,287,608

自己株式 △10,627 △10,585

株主資本合計 7,623,706 7,896,111

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 20,950 △9,280

為替換算調整勘定 △157,667 △188,085

評価・換算差額等合計 △136,717 △197,365

純資産合計 7,486,989 7,698,745

負債純資産合計 9,460,377 10,140,694
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 1,602,841 1,285,964

売上原価 1,325,054 1,041,362

売上総利益 277,787 244,601

販売費及び一般管理費 ※１
 419,900

※１
 339,964

営業損失（△） △142,113 △95,362

営業外収益

受取利息 239 132

受取配当金 1,059 243

持分法による投資利益 4,593 －

為替差益 － 821

不動産賃貸料 1,714 2,044

その他 1,384 1,801

営業外収益合計 8,992 5,043

営業外費用

支払利息 3,332 1,801

持分法による投資損失 － 19,743

為替差損 35,997 －

その他 3,503 4,459

営業外費用合計 42,833 26,005

経常損失（△） △175,953 △116,324

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,412 6,099

特別利益合計 5,412 6,099

特別損失

固定資産除却損 22 －

特別損失合計 22 －

税金等調整前四半期純損失（△） △170,564 △110,225

法人税、住民税及び事業税 5,571 3,441

過年度法人税等戻入額 △30,677 －

法人税等調整額 42,714 55,191

法人税等合計 17,608 58,633

四半期純損失（△） △188,172 △168,858
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △170,564 △110,225

減価償却費 108,842 84,726

固定資産除却損 22 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,111 △6,099

賞与引当金の増減額（△は減少） △56,234 △58,175

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,475 △58,272

役員退職慰労金の支払額 △10,460 △3,300

受取利息 △239 －

受取配当金 △1,059 －

支払利息 3,332 1,801

持分法による投資損益（△は益） △4,593 19,743

売上債権の増減額（△は増加） 408,051 435,674

たな卸資産の増減額（△は増加） △90,221 170,682

仕入債務の増減額（△は減少） △591,535 △438,965

その他の資産・負債の増減額 66,206 －

その他 － 99,073

小計 △345,041 136,664

利息及び配当金の受取額 1,299 375

利息の支払額 △1,184 △769

法人税等の支払額 △117,188 △6,495

営業活動によるキャッシュ・フロー △462,114 129,775

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △24 －

有形固定資産の取得による支出 △49,551 △2,478

投資有価証券の取得による支出 △1,508 △1,495

長期貸付金の回収による収入 425 －

その他 － 16

投資活動によるキャッシュ・フロー △50,658 △3,956

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △4,500 △4,500

自己株式の売却による収入 244,800 －

配当金の支払額 △60,374 △84,946

その他 － △42

財務活動によるキャッシュ・フロー 179,925 △89,488

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,095 3,139

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △338,942 39,469

現金及び現金同等物の期首残高 2,088,779 2,022,774

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,749,836

※１
 2,062,243
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【継続企業の前提に関する注記】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「受取利息」、「受取配当

金」および「その他の資産・負債の増減額」として掲記されていたものは、重要性が乏しいため、当第１四半期

連結累計期間より「その他」に掲記しております。

　また、前第１四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「定期預金の預入による

支出」および「長期貸付金の回収による収入」として掲記されていたものは、重要性が乏しいため、当第１四半

期連結累計期間より「その他」に掲記しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれております

「受取利息」、「受取配当金」および「その他の資産・負債の増減額」はそれぞれ△132千円、△243千円および

99,448千円であり、当第１四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれ

ております「定期預金の預入による支出」および「長期貸付金の回収による収入」はそれぞれ△24千円および

40千円であります。

　

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

１　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

２　法人税等ならびに繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。 

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末の検討において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングに、前連結会計年度末からの重要な一時差異の変動を加味したものを使用する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社光波(E02041)

四半期報告書

17/26



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　
当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　所有権が留保されている資産

所有権が留保されている資産について、事業の運

営において重要なものであり、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められるものは

ございません。

※１　所有権が留保されている資産

固定資産の建物及び構築物、機械装置及び運搬具

ならびに土地の一部につきましては、静岡県の制度

融資に基づく売買予約・使用貸借による建物

31,874千円、構築物568千円、機械装置100千円およ

び土地73,464千円が含まれており、対応債務は、建

物等の未払金12,020千円であり、流動負債（その

他）6,214千円および固定負債（その他）に5,806

千円計上しております。

※２　関連会社に対する投資有価証券（株式）につい

て、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動はご

ざいません。

※２　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 224,950千円

※３　当座貸越契約について

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。

　当第１四半期連結会計年度末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高は、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動はございません。

※３　当座貸越契約について

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。

　当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入未実行残高は次のとおりであります。

 

当座貸越極度額 1,440,000千円

借入実行残高 380,000千円

差引額 1,060,000千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運送費 22,246千円

貸倒引当金繰入額 438千円

給与手当 162,376千円

賞与 13,962千円

賞与引当金繰入額 20,346千円

退職給付費用 6,041千円

法定福利費 22,248千円

支払手数料 23,058千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運送費 9,949千円

給与手当 127,579千円

賞与 9,980千円

賞与引当金繰入額 15,175千円

退職給付費用 9,210千円

法定福利費 26,977千円

支払手数料 22,682千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間

末残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 1,769,917千円

預入期間が３か月超の定期預金 △20,081千円

現金及び現金同等物 1,749,836千円
 

※１　現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間

末残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 2,082,373千円

預入期間が３か月超の定期預金 △20,129千円

現金及び現金同等物 2,062,243千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）および当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月

１日　至　平成21年６月30日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 6,908,350

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 8,070

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月12日
決算取締役会

普通株式 利益剰余金 103,504 15.00平成21年３月31日 平成21年６月25日

　

　（２）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当社グループは、自動販売機用製品、LED応用製品の光応用製品と当該製品関連の樹脂成形金型等の製造

販売を専ら業としており、光応用製品の単一セグメントのため前第１四半期連結累計期間（自　平成20年

４月１日　至　平成20年６月30日）および当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21

年６月30日）において事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　

日本
（千円）

バングラデシュ
人民共和国　
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,602,841 ─ 1,602,841 ― 1,602,841

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 542,213542,213(542,213) ―

計 1,602,841 542,2132,145,055(542,213)1,602,841

営業利益
又は営業損失（△）

△146,093 4,419△141,674 (438)△142,113

（注）国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　

日本
（千円）

バングラデシュ
人民共和国　
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,285,964 ─ 1,285,964 ― 1,285,964

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 356,047356,047(356,047) ―

計 1,285,964 356,0471,642,011(356,047)1,285,964

営業損失（△） △105,269 △36,005△141,27545,912△95,362

（注）国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。　

　

　当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１  １株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額　　　　　 　 1,085.03円
 

１株当たり純資産額　 　　　　　 1,115.70円
 

　

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 7,486,989 7,698,745

普通株式に係る純資産額（千円） 7,486,989 7,698,745

差額の主な内訳（千円） ─ ─

普通株式の発行済株式数（千株） 6,908 6,908

普通株式の自己株式数（千株） 8 8

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数（千株）

6,900 6,900

　

２  １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △27.54 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─　　円

１株当たり四半期純損失金額 △24.47 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─　　円

　

（注）１　前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

　２　１株当たり四半期純損失金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（千円） △188,172 △168,858

普通株式に係る四半期純損失（千円） △188,172 △168,858

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,833 6,900

四半期純利益調整額（千円） ─ ─

普通株式増加数（千株） ─ ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合
の概要

前連結会計年度末に存在
しておりました平成14年
10月３日発行の新株予約
権（21千株）は、平成20
年６月30日をもちまして
行使期間が終了したため
失効しております。

─
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

 平成21年５月12日開催の取締役会において、平成21年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対

し、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　103,504千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　15円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成21年６月25日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月６日

株式会社光波

取締役会　御中

　

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　齊　藤　浩　司　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　木　間　久　幸　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社光波の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20

年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光波及び連結子会社の平成20年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月３日

株式会社光波

取締役会　御中

　

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　齊　藤　浩　司　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　木　間　久　幸　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社光波の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光波及び連結子会社の平成21年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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